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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第34期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第32期連結会計年度及び第32期中間連結会計期間、第

33期中間連結会計期間は新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場・非登録であるため、期中平均株価が把握

できませんので記載しておりません。 

  

 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （百万円） 92,001 103,561 111,711 190,529 212,920

経常利益 （百万円） 3,531 4,547 5,390 6,406 9,696

中間（当期）純利益 （百万円） 1,430 1,991 2,599 2,898 4,324

純資産額 （百万円） 27,252 30,641 36,619 28,739 33,813

総資産額 （百万円） 46,956 50,986 60,057 50,385 57,817

１株当たり純資産額 （円） 44,687.77 50,245.77 59,560.65 46,993.78 54,840.78

１株当たり中間（当
期）純利益金額 

（円） 2,345.61 3,265.24 4,227.17 4,619.33 6,930.61

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額 

（円） － － 4,211.05 － 6,904.85

自己資本比率 （％） 58.0 60.1 58.9 57.0 58.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 399 967 4,042 2,806 5,772

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △353 △998 △373 △819 △1,435

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 1,868 △108 △979 △110 654

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

（百万円） 13,471 13,294 21,126 13,429 18,433

従業員数 
（外、平均臨時雇用者
数） 

（人） 
1,560 
（1,724）

1,831
（1,931）

2,016
（2,255）

1,630 
（1,827）

1,914
（2,058）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第32期事業年度及び第32期中間会計期間、第33期中間

会計期間は新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場・非登録であるため、期中平均株価が把握できませんの

で記載しておりません。 

  

 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （百万円） 65,335 72,018 76,719 134,076 145,772

経常利益 （百万円） 2,673 2,976 3,895 4,223 6,322

中間（当期）純利益 （百万円） 1,374 1,499 2,099 2,252 2,993

資本金 （百万円） 615 615 919 615 919

発行済株式総数 （千株） 609 609 614 609 614

純資産額 （百万円） 23,473 25,819 29,230 24,376 28,133

総資産額 （百万円） 38,446 40,923 49,635 40,501 46,439

１株当たり純資産額 （円） 38,492.46 42,338.28 47,542.69 39,900.22 45,674.58

１株当たり中間（当
期）純利益金額 

（円） 2,254.23 2,459.01 3,414.58 3,622.22 4,821.27

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額 

（円） － － 3,401.56 － 4,803.35

１株当たり配当額 （円） － － 900.00 100.00 1,500.00

自己資本比率 （％） 61.1 63.1 58.9 60.2 60.6

従業員数 
（外、平均臨時雇用者
数） 

（人） 
809 
（595）

875
（689）

970
（726）

826 
（629）

906
（726）



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となっております。 

 （注） 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

(2）持分法適用関連会社 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の持分法適用関連会社となっております。 

 （注） 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（関係会社などへの出向者を除き、関係会社からの出向者を含んでおります。）であり、臨時従業員

数（契約社員、派遣社員）は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
（注） 

議決権の所有割合
（％） 

関係内容 

テンプスタッフＳＰ
㈱ 

東京都渋谷区 30 
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
（注） 

議決権の所有割合
（％） 

関係内容 

テンプスタッフ・ラ
イフアドバイザリー
㈱ 

東京都千代田区 10 
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

50.0 － 

テンプスタイル㈱ 名古屋市中村区 90 
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

49.0 － 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

人材派遣・請負、人材紹介事業 1,663 （1,426） 

アウトソーシング事業 333 （711） 

その他の事業 20 （118） 

合計 2,016 （2,255） 



(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（関係会社などへの出向者を除き、関係会社からの出向者を含んでおります。）であり、臨時従業員

数（契約社員、派遣社員）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社及び当グループ会社には、労働組合は結成されておりませんが、労使関係につきましては良好であります。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 970 （726） 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の拡大が続く中、緩やかな景気回復傾向

が続いております。 

 この回復基調の中で当社グループの属する人材ビジネスにおいても、企業の雇用拡大に伴い強い人材需要が続き、市場拡大

傾向は依然として継続しております。しかし中長期的には、労働市場における正社員募集の増加や人材ビジネス事業における

サービスのボーダレス化、新規企業の参入等により、需要に見合った労働者の確保が課題になりつつあります。 

 このような情勢のもと、当社グループでは、更なる登録者獲得を目指し仕事情報検索サイト「ジョブチェキ！」及び携帯電

話版「ケイタイジョブチェキ！」を、７月にリニューアルいたしました。コーポレートサイトとの連動性を高めユーザビリ

ティの向上を図っております。特に若年層の有力なコミュニケーションツールである携帯電話向けの「ケイタイジョブチェ

キ！」では、はじめて仕事探しや転職を考える若年層への訴求効果向上を目的として、未登録者であっても仕事への応募が可

能な機能を搭載しております。 

 また、職住接近・生活にあわせた就業機会を提供することにより、新たな登録者の掘り起こしを図るため、吉祥寺（東

京）、浦安（千葉）、千里中央（大阪）へオフィスを新設いたしました。都市部近郊住宅地において地域密着型のサービス

ネットワークの整備を進めることで、“地元の仕事が豊富にある便利な派遣会社”のブランド確立に引き続き取り組んでまい

ります。 

 さらに人材不足感の高い金融業界に特化したサービスとして、業界初となるキャリアボーナス制度「10-PREMIUM（テンプレ

ミアム）」を開始いたしました。この制度は、当制度を利用し金融機関へ就職した転職者に対し、就業半年後に年収の10％を

転職支援金（キャリアボーナス）として支給する制度で、これにより転職者の転職直後の金銭的不安を軽減する他、転職支援

策の一つとして認知度を高め、より多くの制度利用者確保を目指しております。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は111,711百万円（前年同期比7.9％増）、営業利益は5,341百万円（同18.6％増）、

経常利益は5,390百万円（同18.6％増）、中間純利益は2,599百万円（同30.5％増）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績（セグメント間内部取引消去前）は次のとおりです。 

  

１）人材派遣・請負、人材紹介事業 

 当中間連結会計期間は、企業の雇用拡大を背景に、金融機関を中心とした顧客企業からの需要は引き続き堅調に推移し、

売上高は108,354百万円（同7.8％増）となりました。また、収益性の高い紹介予定派遣や人材紹介等の増加及び上期に計画

しておりました広告費等の一部費用が下期にずれ込んだ結果、営業利益は5,111百万円（同20.1％増）となりました。 

  

２）アウトソーシング事業 

 当中間連結会計期間は、景気拡大に伴う企業の業容拡大における業務の外部化が進み、アウトソーシングの活用が増加し

たことにより売上高は4,159百万円（同4.4％増）となりました。また、管理業務の効率化を推し進めた結果、営業利益は272

百万円（同69.2％増）となりました。 

  

３）その他の事業 

 当中間連結会計期間は、再就職支援事業において雇用情勢の改善によりリストラの流れが一段落する中、官公庁を中心と

した営業活動が功を奏し、売上高は704百万円（同1.7％増）となり、営業利益は122百万円（同69.8％増）となりました。 

  

 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末から2,692百万円増加

（前年同期は129百万円の減少）し、当中間連結会計期間末現在の残高は21,126百万円となりました。当中間連結会計期間にお

ける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、4,042百万円（前年同期比318.0％増）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利

益が5,377百万円（前年同期比23.9％増）、売上債権の減少額が662百万円（前年同期比10.6％減）、営業債務の増加額が768百

万円（前年同期は2,134百万円の減少）となった一方、法人税等の支払額が2,723百万円（前年同期比104.9％増）となったこと

によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、373百万円（前年同期比62.6％減）となりました。これは主に、有形固定資産の取得180百

万円（前年同期比24.0％増）及び保証金の差入163百万円（前年同期比89.0％増）によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、979百万円（前年同期比800.7％増）となりました。これは、配当金の支払979百万円（前年

同期比702.0％増）によるものであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、人材派遣・請負事業、人材紹介事業を中心に、アウトソーシング事業などの人材関連事業を行っており、

提供するサービスの性格上生産実績の記載に馴染まないため、省略しております。 

  

(2）受注状況 

 生産実績の記載と同様に、受注状況の記載に馴染まないため省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりとなります。 

 （注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上高 
（百万円） 

構成比（％）
前年同期比
（％） 

売上高 
（百万円） 

構成比（％）

  一般事務職 60,970 54.6 108.3 116,411 54.7

  専門事務職 21,000 18.8 106.8 39,861 18.7

  IT関連技術職 9,250 8.3 106.2 17,724 8.3

  その他 14,949 13.4 106.9 28,297 13.3

  人材紹介事業 1,495 1.3 141.8 2,436 1.1

人材派遣・請負、人材紹介事業 107,667 96.4 108.0 204,732 96.1

アウトソーシング事業 3,436 3.1 104.4 6,919 3.3

その他の事業 607 0.5 111.3 1,267 0.6

合計 111,711 100.0 107.9 212,920 100.0



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成17年１月21日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式によ

り調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り捨てる。 

２．次の①又は②の事由が生じる場合には、発行価額はそれぞれ次に定める算式により、調整されるものとし、調整により

生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

① 当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 2,400,000 

計 2,400,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 614,832 614,832
東京証券取引所
（市場第一部） 

（注） 

計 614,832 614,832 － － 

区分 
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 5,321 5,303 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,321 5,303 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 97,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年２月１日
至 平成23年１月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   97,000
資本組入額  48,500 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は、当社取締役会の承認
を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率  

  
調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

１   

  分割・併合の比率  



② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（ただし、新株予約権

の行使の場合を除く）。 

３．行使条件は次のとおりであります。 

① 本新株予約権は、当社普通株式にかかる株券が、いずれかの証券取引所に上場された場合に限り、行使することがで

きる。 

② 対象者は、本新株予約権の割当個数の全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の本新株予約権をさらに

分割して行使することはできないものとする。 

③ 本新株予約権の行使にかかる払込金額の年間（暦年）の合計額は、1,200万円を超えることができない。ただし、この

金額は、租税特別措置法第29条の２第１項第２号に定める金額が改正された場合は、当該改正を含む改正租税特別措

置法の施行日に当該改正後の金額に変更されるものとする。 

④ 当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

 （注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行㈱については、所有株式14,864株すべてが信託業務に係る株式であります。 

 

          
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数＋１株当たり払込金額

  調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × １株当たり時価 

          既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

－ 614,832 － 919 － 1,293

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合
（％） 

篠原 欣子 東京都渋谷区 310,772 50.54 

ケリーサービスジャパン㈱ 東京都渋谷区渋谷2-12-11 20,000 3.25 

彌富 よしみ 東京都渋谷区 18,128 2.94 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 16,160 2.62 

テンプスタッフ社員持株会 東京都渋谷区代々木2-1-1 15,290 2.48 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口）（注） 

東京都中央区晴海1-8-11 14,864 2.41 

バンクオブニューヨークジーシーエムク
ライアントアカウンツイーアイエスジー 
（常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET 
STREET LONDON EC4A 2BB,UNITED 
KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内2-7-1） 

13,052 2.12 

日興コーディアル証券投資事業組合 東京都千代田区丸の内1-2-1 13,000 2.11 

山本 なな子 神奈川県相模原市 11,088 1.80 

彌富 太郎 東京都渋谷区 11,088 1.80 

㈱大塚商会 東京都千代田区飯田橋2-18-4 10,000 1.62 

計 － 453,442 73.75 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 614,832 614,832 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 614,832 － － 

総株主の議決権 －    614,832 － 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 197,000 176,000 184,000 179,000 194,000 195,000 

最低（円） 168,000 153,000 138,000 145,000 157,000 175,000 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表については中央青山監査法人

により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当

中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表については監査法人ナカチにより中間監査を受け

ております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

前中間連結会計期間及び前中間会計期間   中央青山監査法人 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間   監査法人ナカチ 

 中央青山監査法人は、平成18年９月１日付で名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    13,324 21,156  18,463 

２．受取手形及び売掛
金 

   25,815 27,372  28,033 

３．繰延税金資産    925 966  993 

４．その他    1,231 1,489  1,132 

貸倒引当金    △115 △114  △101 

流動資産合計    41,181 80.8 50,869 84.7  48,521 83.9

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物及び構築物   658  765 727  

(2）器具及び備品   647  646 659  

(3）土地   1,103  1,103 1,103  

(4）その他   1 2,411 4.7 3 2,517 4.2 3 2,494 4.3

２．無形固定資産       

(1）連結調整勘定   2,790  － 2,178  

(2）のれん   －  1,821 －  

(3）その他   179 2,970 5.8 158 1,979 3.3 172 2,350 4.1

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   779  832 862  

(2）差入保証金   1,941  2,196 2,063  

(3）繰延税金資産   1,251  1,252 1,121  

(4）その他   456  422 414  

貸倒引当金   △5 4,423 8.7 △12 4,691 7.8 △11 4,450 7.7

固定資産合計    9,804 19.2 9,188 15.3  9,295 16.1

資産合計    50,986 100.0 60,057 100.0  57,817 100.0

        



  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．短期借入金    57 59  58 

２．未払金    9,556 11,557  12,008 

３．未払法人税等    2,501 3,258  3,074 

４．未払消費税等    1,948 2,043  2,490 

５．賞与引当金    1,278 1,419  1,405 

６．役員賞与引当金    － 50  － 

７．その他    1,966 3,109  1,865 

流動負債合計    17,309 33.9 21,499 35.8  20,901 36.2

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金    1,052 1,196  1,118 

２．役員退職慰労引当
金 

   838 －  731 

３．長期未払金    － 729  － 

４．その他    11 11  7 

固定負債合計    1,902 3.7 1,938 3.2  1,857 3.2

負債合計    19,212 37.7 23,438 39.0  22,759 39.4

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    1,132 2.2 － －  1,244 2.1

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    615 1.2 － －  919 1.6

Ⅱ 資本剰余金    832 1.6 － －  1,293 2.2

Ⅲ 利益剰余金    29,052 57.0 － －  31,386 54.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   152 0.3 － －  210 0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定    △11 △0.0 － －  3 0.0

資本合計    30,641 60.1 － －  33,813 58.5

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   50,986 100.0 － －  57,817 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 919 1.5  － －

２．資本剰余金    － － 1,293 2.2  － －

３．利益剰余金    － － 32,967 54.9  － －

株主資本合計    － － 35,181 58.6  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１．その他有価証券評
価差額金 

   － － 177 0.3  － －

２．為替換算調整勘定    － － 9 0.0  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 186 0.3  － －

Ⅲ 少数株主持分    － － 1,251 2.1  － －

純資産合計    － － 36,619 61.0  － －

負債純資産合計    － － 60,057 100.0  － －

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    103,561 100.0 111,711 100.0  212,920 100.0

Ⅱ 売上原価    88,913 85.9 95,352 85.4  181,988 85.5

売上総利益    14,647 14.1 16,359 14.6  30,931 14.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  10,143 9.8 11,017 9.8  21,212 9.9

営業利益    4,503 4.3 5,341 4.8  9,719 4.6

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   1  2 3  

２．受取配当金   4  4 6  

３．保険返戻金   －  9 5  

４．業務受託料   5  9 12  

５．助成金収入   －  7 45  

６．受取還付金   24  12 30  

７．その他   13 50 0.1 30 77 0.0 44 148 0.1

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   0  0 3  

２．持分法による投資
損失 

  2  25 19  

３．株式上場関連費用   －  － 72  

４．新株発行費   －  － 63  

５．その他   3 6 0.0 2 28 0.0 12 171 0.1

経常利益    4,547 4.4 5,390 4.8  9,696 4.6

Ⅵ 特別利益       

１．保険返戻金   －  － 126  

２．役員退職慰労引当
金戻入益 

  －  － 55  

３．その他   － － － － － － 5 186 0.1

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産処分損 ※２ 49  13 73  

２．役員退職金   －  － 128  

３．営業権償却   156  － 156  

４．その他   － 205 0.2 － 13 0.0 － 358 0.2

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   4,341 4.2 5,377 4.8  9,524 4.5

法人税、住民税及
び事業税 

  2,281  2,907 4,995  

法人税等調整額   15 2,297 2.2 △212 2,694 2.4 37 5,033 2.4

少数株主利益    53 0.1 83 0.1  166 0.1

中間（当期）純利
益 

   1,991 1.9 2,599 2.3  4,324 2.0

        



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

   
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結剰余金計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  832 832 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．増資による新株式の発
行 

 － 461 461 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

 832 1,293 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  27,203 27,203 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．中間（当期）純利益  1,991 1,991 4,324 4,324 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  60 60

２．役員賞与  80 141 80 141 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

 29,052 31,386 

   

  株主資本 評価・換算差額等

少数株主 
持分 

純資産合計
  資本金 資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他有
価証券評 
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

919 1,293 31,386 33,599 210 3 214 1,244 35,058

中間連結会計期間中の変
動額 

    

剰余金の配当（注） － － △922 △922 － － － － △922

役員賞与（注） － － △94 △94 － － － － △94

中間純利益 － － 2,599 2,599 － － － － 2,599

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額） 

－ － － － △33 6 △27 6 △20

中間連結会計期間中の変
動額合計（百万円） 

－ － 1,581 1,581 △33 6 △27 6 1,561

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

919 1,293 32,967 35,181 177 9 186 1,251 36,619



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  4,341 5,377 9,524 

減価償却費   324 174 472 

連結調整勘定償却額   284 － 896 

のれん償却額   － 356 － 

持分法による投資損
失 

  2 25 19 

退職給付引当金の増
加額 

  88 78 155 

役員退職慰労引当金
の増減額 
（減少：△） 

  13 － △93 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  △25 14 101 

役員賞与引当金の増
加額 

  － 50 － 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △145 14 △154 

受取利息及び受取配
当金 

  △5 △6 △9 

支払利息   0 0 3 

固定資産処分損   49 13 73 

売上債権の増減額
（増加：△） 

  741 662 △1,475 

営業債務の増減額
（減少：△） 

  △2,134 768 218 

その他資産の増加額   △402 △260 △230 

その他負債の減少額   △754 △405 △22 

役員賞与の支払額   △80 △94 △80 

少数株主に負担させ
た役員賞与の支払額 

  △9 △11 △9 

小計   2,288 6,758 9,386 

利息及び配当金の受
取額 

  9 6 9 

利息の支払額   △0 △0 △3 

法人税等の支払額   △1,329 △2,723 △3,620 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  967 4,042 5,772 



  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

投資有価証券の売却
による収入 

  － 300 － 

投資有価証券の取得
による支出 

  △0 △349 0 

有形固定資産の取得
による支出 

  △145 △180 △418 

無形固定資産の取得
による支出 

  △37 △1 △49 

連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取
得による支出 

  △909 － △909 

貸付による支出   △20 △3 △37 

貸付金の回収による
収入 

  51 14 65 

差入保証金にかかる
支出 

  △86 △163 △298 

差入保証金の回収に
かかる収入 

  161 28 251 

その他   △11 △18 △39 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △998 △373 △1,435 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入れによる収
入 

  13 － 56 

短期借入金の返済に
よる支出 

  － － △45 

株式の発行による収
入 

  － － 765 

配当金の支払額   △60 △910 △60 

少数株主への配当金
支払額 

  △61 △68 △61 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △108 △979 654 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  5 3 15 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △134 2,692 5,006 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  13,429 18,433 13,429 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及
び現金同等物の減少 

  － － △2 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 13,294 21,126 18,433 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しておりま

す。 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

  (1）連結子会社の数  35社 (1）連結子会社の数  35社 (1）連結子会社の数  35社 

  主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 

  テンプスタッフ・テクノロジー

㈱ 

テンブロス㈱ 

テンプスタッフマーケティング

㈱ 

グッドジョブ㈱ 

テンプスタッフ福岡㈱ 

㈱イタク 

㈱日本アイデックス 

テンプスタッフ・テクノロジー

㈱ 

テンブロス㈱ 

テンプスタッフマーケティング

㈱ 

グッドジョブ㈱ 

テンプスタッフ福岡㈱ 

㈱イタク 

㈱日本アイデックス 

テンプスタッフ・テクノロジー

㈱ 

テンブロス㈱ 

テンプスタッフマーケティング

㈱ 

グッドジョブ㈱ 

テンプスタッフ福岡㈱ 

㈱イタク 

㈱日本アイデックス 

   テンプスタッフ・ケリー㈱（平

成17年９月１日取得）、㈱データ

システム研究所（平成17年６月30

日取得）、KUNSHAN WIN DATA ＆ 

SYSTEM LTD.（平成17年６月30日

取得）は、株式取得に伴い当中間

連結会計期間より連結子会社とな

りました。なお、みなし取得を当

中間連結会計期間としているた

め、当中間連結会計期間は中間貸

借対照表のみを連結しておりま

す。 

 テンプスタッフ・メディカライ

ズ㈱、Tempstaff Korea Co.,Ltd.

は、当中間連結会計期間に新たに

設立したため連結の範囲に含めて

おります。 

 テンプスタッフＳＰ㈱は、当中

間連結会計期間に新たに設立した

ため連結の範囲に含めておりま

す。 

 テンプスタッフ・ケリー㈱（平

成17年９月１日取得）、㈱データ

システム研究所（平成17年６月30

日取得）、KUNSHAN WIN DATA ＆ 

SYSTEM LTD.（平成17年６月30日

取得）は、株式取得に伴い連結の

範囲に含めております。 

 テンプスタッフ・メディカライ

ズ㈱、Tempstaff Korea Co.,Ltd.

は、当連結会計年度に新たに設立

したため連結の範囲に含めており

ます。 

 なお、テミス㈱は、解散に伴い

当連結会計年度より連結の範囲か

ら除いております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 (1）持分法適用の関連会社数 (1）持分法適用の関連会社数 

３社 ５社 ３社 

  主要な会社名 主要な会社名 主要な会社名 

  ㈱イー・スタッフィング 

㈱テンプ総合研究所 

㈱ディック・アルファ 

㈱イー・スタッフィング 

㈱テンプ総合研究所 

㈱ディック・アルファ 

テンプスタッフ・ライフアドバ

イザリー㈱ 

テンプスタイル㈱ 

㈱イー・スタッフィング 

㈱テンプ総合研究所 

㈱ディック・アルファ 

     テンプスタッフ・ライフアドバ

イザリー㈱、テンプスタイル㈱

は、当中間連結会計期間に新たに

設立したため持分法の適用範囲に

含めております。 

  

  (2）持分法適用していない非連結

子会社及び関連会社 

(2）持分法適用していない非連結

子会社及び関連会社 

(2）持分法適用していない非連結

子会社及び関連会社 

  該当事項はありません。 同左 同左 



  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、 

Tempstaff（Hong Kong）Ltd. 

TS Consulting International, 

Inc. 

Tempstaff（Singapore）Pte., 

Ltd. 

Tempstaff Recruitment Co., 

Ltd. 

Shanghai Tempstaff Consulting 

Co., Ltd. 

Tempstaff Korea Co.,Ltd. 

KUNSHAN WIN DATA ＆ SYSTEM 

LTD.の中間決算日は、６月30日で

あります。 

 連結子会社のうち、 

Tempstaff（Hong Kong）Ltd. 

TS Consulting International, 

Inc. 

Tempstaff（Singapore）Pte., 

Ltd. 

Tempstaff Recruitment Co., 

Ltd. 

Shanghai Tempstaff Consulting 

Co., Ltd. 

Tempstaff Korea Co.,Ltd. 

KUNSHAN WIN DATA ＆ SYSTEM 

LTD.の中間決算日は、６月30日で

あります。 

 連結子会社のうち、 

Tempstaff（Hong Kong）Ltd. 

TS Consulting International, 

Inc. 

Tempstaff（Singapore）Pte., 

Ltd. 

Tempstaff Recruitment Co., 

Ltd. 

Shanghai Tempstaff Consulting 

Co.,Ltd. 

Tempstaff Korea Co.,Ltd. 

KUNSHAN WIN DATA ＆ SYSTEM 

LTD.の決算日は、12月31日であり

ます。 

   中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、７月１日から、中間連結決算

日９月30日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 また㈱データシステム研究所の

中間決算日は10月31日でありま

す。中間連結財務諸表作成に当た

っては連結中間決算日現在で本決

算に準じた仮決算を行った中間財

務諸表を基礎としております。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、７月１日から、中間連結決算

日９月30日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、１月１

日から、連結決算日３月31日まで

の期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 なお、㈱データシステム研究所

は、当連結会計年度より決算日

を、３月31日に変更しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 イ 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しており

ます。 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 



  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

 当社及び連結子会社は、定率

法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同左 同左 

  
  
建物及び構築物 ６～47年

器具及び備品 ２～20年

    

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

   当社及び連結子会社は定額法

を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては当社では即時償却

をしております。また、一部の

連結子会社では社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

同左 同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

 当社及び連結子会社は、売上

債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

  ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 

   当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額の

当中間連結会計期間負担額を計

上しております。 

同左  当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額の

当連結会計年度負担額を計上し

ております。 

  ハ    ───── ハ 役員賞与引当金 ハ    ───── 

     役員に対する賞与の支出に備

えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

  

    （会計方針の変更）   

     当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ50百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

  



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ニ 退職給付引当金 ニ 退職給付引当金 ニ 退職給付引当金 

   当社及び国内連結子会社にお

いて、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、当中間

連結会計期間に全額費用処理し

ております。 

同左  当社及び国内連結子会社にお

いて、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、発生時

に全額費用処理しております。 

  ホ 役員退職慰労引当金 ホ 役員退職慰労引当金 ホ 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

出に備えて、当社及び国内連結

子会社の一部は内規に基づく中

間期末要支給額を計上しており

ます。 

 なお、平成17年９月において

当社及び国内連結子会社の役員

の退職慰労金規程を廃止し、平

成16年度定時株主総会終結時ま

での在任期間に対応する退職慰

労金を各役員の退任時に支払う

こととしたため、当該期間に対

応する内規に基づく要支給額を

計上しております。 

 平成17年度定時株主総会にお

いて、当社及び国内連結子会社

の役員の退職慰労金規程を廃止

し、平成16年度定時株主総会終

結時までの在任期間に対応する

退職慰労金を各役員の退任時に

支払うことを決議いたしまし

た。 

 これに伴い、確定した金額の

役員退職慰労金は、固定負債

「長期未払金」に計上しており

ます。 

 役員に対する退職慰労金の支

出に備えて、当社及び国内連結

子会社の一部は内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、平成17年９月において

当社及び国内連結子会社の役員

の退職慰労金規程を廃止し、平

成16年度定時株主総会終結時ま

での在任期間に対応する退職慰

労金を各役員の退任時に支払う

こととしたため、当該期間に対

応する内規に基づく要支給額を

計上しております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

―――――― 

   当中間連結会計期間より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は35,367百万円であります。 

 また、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

―――――― （中間連結貸借対照表） 

   前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」と掲

記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれ

ん」と表示しております。 

―――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

   前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」と掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
  
  1,344百万円

  
  1,555百万円   1,474百万円

２ 当社は、運転資金を効率的に調達する

ため、取引銀行４行とシンジケートロ

ーン契約を締結しております。この契

約に基づく当中間連結会計期間末の借

入未実行残高は次の通りであります。 

２ 当社は、運転資金を効率的に調達する

ため、取引銀行３行とシンジケートロ

ーン契約を締結しております。この契

約に基づく当中間連結会計期間末の借

入未実行残高は次の通りであります。 

２ 当社は、運転資金を効率的に調達する

ため、取引銀行３行とシンジケートロ

ーン契約を締結しております。この契

約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次の通りであります。 
  
シンジケートローン与
信枠 

10,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 10,000百万円

  
シンジケートローン与
信枠 

11,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 11,000百万円

シンジケートローン与
信枠 

11,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 11,000百万円

３     ―――――― ３ 債務保証 ３     ―――――― 

   次の関係会社について、金融機関から

の借入に関し債務保証を行っておりま

す。 

  

  
  
テンプスタッフ・ライフアド
バイザリー㈱ 

30百万円
  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 
  

従業員給料手当及び
賞与 

3,665百万円

賞与引当金繰入額 677百万円

退職給付費用 48百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

13百万円

賃借料 1,218百万円

貸倒引当金繰入額 14百万円

  
従業員給料手当及び
賞与 

4,011百万円

賞与引当金繰入額 672百万円

役員賞与引当金繰入
額 

50百万円

退職給付費用 56百万円

賃借料 1,130百万円

貸倒引当金繰入額 16百万円

従業員給料手当及び
賞与 

8,593百万円

賞与引当金繰入額 815百万円

退職給付費用 101百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

33百万円

賃借料 2,577百万円

貸倒引当金繰入額 12百万円

※２ 固定資産処分損の内容は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産処分損の内容は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産処分損の内容は次のとおりで

あります。 

除却損 除却損 除却損 
  

  

建物及び構築物 28百万円

器具及び備品 20百万円

計 49百万円

  
建物及び構築物 8百万円

器具及び備品 4百万円

その他 0百万円

計 13百万円

建物及び構築物 38百万円

器具及び備品 33百万円

その他 1百万円

計 73百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

  次へ 

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式数  

普通株式 614,832 － － 614,832 

合計 614,832 － － 614,832 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 922 1,500 平成18年３月31日 平成18年６月28日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月13日 
取締役会 

普通株式 553 利益剰余金 900 平成18年９月30日 平成18年12月７日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 
  
  （百万円）

現金及び預金勘定 13,324

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△30

現金及び現金同等物の中
間期末残高 

13,294

  
  （百万円）

現金及び預金勘定 21,156

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△30

現金及び現金同等物の中
間期末残高 

21,126

  （百万円）

現金及び預金勘定 18,463

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△30

現金及び現金同等物の期
末残高 

18,433



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具及び備品 737 299 437

無形固定資産
その他 

290 93 196

合計 1,027 393 634

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具及び備品 779 321 457

無形固定資産
その他 

319 137 182

合計 1,099 459 640

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

器具及び備品 704 291 413

無形固定資産
その他 

300 106 194

合計 1,005 397 608

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 202百万円

１年超 438百万円

合計 641百万円

  
１年内 221百万円

１年超 426百万円

合計 648百万円

１年内 205百万円

１年超 410百万円

合計 615百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
  

支払リース料 117百万円

減価償却費相当額 112百万円

支払利息相当額 5百万円

  
支払リース料 114百万円

減価償却費相当額 110百万円

支払利息相当額 5百万円

支払リース料 233百万円

減価償却費相当額 221百万円

支払利息相当額 10百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18

年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

  

  

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借
対照表計
上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1）株式 83 335 252 83 381 297 83 432 349

(2）その他 100 104 4 100 105 5 100 106 6

合計 183 440 256 183 487 303 183 539 355

  

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 191 191 191 

計 191 191 191 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 

  

人材派遣・
請負、人材
紹介事業 
（百万円） 

アウトソー
シング事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 99,724 3,291 545 103,561 － 103,561

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

809 692 147 1,649 △1,649 －

計 100,534 3,983 693 105,211 △1,649 103,561

営業費用 96,278 3,821 620 100,721 △1,663 99,057

営業利益 4,255 161 72 4,489 14 4,503

  

人材派遣・
請負、人材
紹介事業 
（百万円） 

アウトソー
シング事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 107,667 3,436 607 111,711 － 111,711

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

687 723 97 1,507 △1,507 －

計 108,354 4,159 704 113,219 △1,507 111,711

営業費用 103,243 3,887 581 107,712 △1,342 106,369

営業利益 5,111 272 122 5,506 △164 5,341



前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、市場及びサービス内容の類似性を考慮し、区分しております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４．会計方針の変更（当中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3）ハに記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方

法によった場合に比べて、「人材派遣・請負、人材紹介事業」の営業費用は50百万円増加し、営業利益が同額減少して

おります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成

18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成

18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 

  

人材派遣・
請負、人材
紹介事業 
（百万円） 

アウトソー
シング事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 204,732 6,919 1,267 212,920 － 212,920

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,618 1,459 254 3,332 △3,332 －

計 206,350 8,379 1,522 216,252 △3,332 212,920

営業費用 197,231 8,065 1,263 206,559 △3,358 203,200

営業利益 9,119 314 258 9,693 26 9,719

事業区分 主要サービス

人材派遣・請負、人材紹介事業 一般事務職、専門事務職、IT関連技術職、営業職等の人材派遣・請負、人材紹介

アウトソーシング事業 
顧客企業内もしくは当社グループ企業内にて行う、事務業務及び軽作業等のアウ
トソーシング 

その他の事業 
会社都合の退職予定者等に対する面接指導や求人情報提供等の再就職支援、個人
及び企業を対象とした教育研修事業 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

１株当たり純資産額 50,245円77銭

１株当たり中間純利益
金額 

3,265円24銭

  

１株当たり純資産額 59,560円65銭

１株当たり中間純利益
金額 

4,227円17銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

4,211円05銭

１株当たり純資産額 54,840円78銭

１株当たり当期純利益
金額 

6,930円61銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

6,904円85銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権の残高はありますが、当社株式

は非上場・非登録であるため、期中

平均株価が把握できませんので記載

しておりません。 

    

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 1,991 2,599 4,324 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 95 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （95） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

1,991 2,599 4,229 

期中平均株式数（千株） 609 614 610 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） － 2 2 

（うち新株予約権） － 2 2 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権（新株予約

権の数5,493個） 

───── ───── 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――――― １．当社は、平成18年11月13日開催

の取締役会において、パーソナ

ル㈱の株式の譲受けに関する契

約の締結を決定し、平成18年11

月17日に同社株式を取得しまし

た。 

――――― 

  ① 目的   

  人材紹介事業の強化及び業容

の拡大 

  

  ② 株式取得の相手   

  パーソナル㈱ 

名誉会長 隅田献 

代表取締役会長兼社長 

遠藤幸江 

他 ６名 

  

  ③ 取得する会社の概要   

  会社名：パーソナル㈱ 

住所：東京都中央区八重洲1-

5-20石塚八重洲ビル 

事業内容：販売職の有料職業

紹介 

資本金：50百万円 

  

  ④ 株式取得時期   

  平成18年11月17日   

  ⑤ 取得する株式の数：87,650株   

  取得価額：2,900百万円   

  取得後の議決権比率：100％   

  ⑥ 資金調達の方法：自己資金に

よる 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   9,067  16,247 13,108  

２．受取手形   9  4 3  

３．売掛金   17,372  18,789 19,160  

４．貯蔵品   47  71 44  

５．繰延税金資産   583  558 551  

６．関係会社短期貸付
金 

  1,800  1,523 1,386  

７．その他   955  1,092 957  

貸倒引当金   △159  △235 △124  

流動資産合計    29,676 72.5 38,052 76.7  35,086 75.6

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   341  419 376  

(2）器具及び備品   400  424 435  

(3）土地   417  417 417  

計   1,159  2.8 1,260 2.5 1,229  2.6

２．無形固定資産       

(1）電話加入権   51  51 51  

計   51  0.1 51 0.1 51  0.1

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   609  655 703  

(2）関係会社株式   6,794  6,794 6,755  

(3）繰延税金資産   987  1,026 924  

(4）その他   1,642  1,794 1,688  

貸倒引当金   △0  △0 △0  

計   10,035  24.6 10,271 20.7 10,072  21.7

固定資産合計    11,246 27.5 11,583 23.3  11,353 24.4

資産合計    40,923 100.0 49,635 100.0  46,439 100.0

        



  
 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．未払金   6,764  8,231 8,502  

２．未払法人税等   1,498  2,163 1,627  

３．未払消費税等 ※２ 1,300  1,311 1,629  

４．預り金   856  1,879 844  

５．関係会社預り金   2,292  4,234 3,195  

６．賞与引当金   621  706 693  

７．役員賞与引当金   －  24 －  

８．その他   448  448 451  

流動負債合計    13,782 33.7 18,999 38.3  16,944 36.5

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   771  840 796  

２．役員退職慰労引当
金 

  543  － 558  

３．長期未払金   －  558 －  

４．その他   5  5 5  

固定負債合計    1,321 3.2 1,405 2.8  1,361 2.9

負債合計    15,103 36.9 20,405 41.1  18,305 39.4

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    615 1.5 － －  919 2.0

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   832  － 1,293  

資本剰余金合計    832 2.0 － －  1,293 2.8

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   98  － 98  

２．任意積立金   22,450  － 22,450  

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,675  － 3,169  

利益剰余金合計    24,223 59.2 － －  25,717 55.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   147 0.4 － －  203 0.4

資本合計    25,819 63.1 － －  28,133 60.6

負債資本合計    40,923 100.0 － －  46,439 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 919 1.8  － －

２．資本剰余金       

(1）資本準備金   －  1,293 －  

資本剰余金合計    － － 1,293 2.6  － －

３．利益剰余金       

(1）利益準備金   －  98 －  

(2）その他利益剰余
金 

      

別途積立金   －  24,450 －  

繰越利益剰余金   －  2,295 －  

利益剰余金合計    － － 26,843 54.1  － －

株主資本合計    － － 29,056 58.5  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１．その他有価証券評
価差額金 

   － － 174 0.4  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 174 0.4  － －

純資産合計    － － 29,230 58.9  － －

負債純資産合計    － － 49,635 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    72,018 100.0 76,719 100.0  145,772 100.0

Ⅱ 売上原価    63,213 87.8 66,905 87.2  127,455 87.4

売上総利益    8,805 12.2 9,813 12.8  18,317 12.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  6,257 8.7 6,405 8.4  12,514 8.6

営業利益    2,547 3.5 3,407 4.4  5,802 4.0

Ⅳ 営業外収益 ※２  432 0.6 493 0.7  663 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※３  3 0.0 6 0.0  143 0.1

経常利益    2,976 4.1 3,895 5.1  6,322 4.3

Ⅵ 特別損失 ※４  212 0.3 161 0.2  506 0.3

税引前中間（当
期）純利益 

   2,764 3.8 3,733 4.9  5,816 4.0

法人税、住民税及
び事業税 

  1,303  1,856 2,803  

法人税等調整額   △38 1,264 1.7 △221 1,634 2.2 19 2,822 1.9

中間（当期）純利
益 

   1,499 2.1 2,099 2.7  2,993 2.1

前期繰越利益    175 －  175 

中間（当期）未処
分利益 

   1,675 －  3,169 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

資本準備金 
資本剰余
金合計 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高（百万円） 919 1,293 1,293 98 22,450 3,169 25,717 27,930

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立て（注） － － － － 2,000 △2,000 － －

剰余金の配当（注） － － － － － △922 △922 △922

役員賞与（注） － － － － － △51 △51 △51

中間純利益 － － － － － 2,099 2,099 2,099

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － 2,000 △874 1,125 1,125

平成18年９月30日残高（百万円） 919 1,293 1,293 98 24,450 2,295 26,843 29,056

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 203 203 28,133

中間会計期間中の変動額   

別途積立金の積立て（注） － － －

剰余金の配当（注） － － △922

役員賞与（注） － － △51

中間純利益 － － 2,099

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

△28 △28 △28

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△28 △28 1,096

平成18年９月30日残高（百万円） 174 174 29,230



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 

  ② その他有価証券 ② その他有価証券 ② その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

 中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

 期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法

を採用しております。 

同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価

法を採用しております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同左 同左 

  
  
建物 ６～47年

器具及び備品 ２～20年

    

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   当社は定額法を採用しており

ます。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては即時償却しており

ます。 

同左 同左 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額の当中間会計期間負担額を計

上しております。 

同左  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額の当事業年度の負担額を計上

しております。 

  (3）   ――――― (3）役員賞与引当金 (3）   ――――― 

     役員に対する賞与の支出に備

えるため、当事業年度における

支給見込額の当中間会計期間負

担額を計上しております。 

  

    （会計方針の変更）   

     当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ24百万円減少しておりま

す。 

  

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

 また、数理計算上の差異は、

当中間会計期間に全額費用処理

しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、計上

しております。 

 また、数理計算上の差異は、

当事業年度に全額費用処理して

おります。 

  (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、平成17年９月において

役員の退職慰労金規程を廃止

し、平成16年度定時株主総会終

結時までの在任期間に対応する

退職慰労金を各役員の退任時に

支払うこととしたため、当該期

間に対応する内規に基づく要支

給額を計上しております。 

 平成17年度定時株主総会にお

いて、当社の役員の退職慰労金

規程を廃止し、平成16年度定時

株主総会終結時までの在任期間

に対応する退職慰労金を各役員

の退任時に支払うことを決議い

たしました。 

 これに伴い、確定した金額の

役員退職慰労金は、固定負債

「長期未払金」に計上しており

ます。 

 役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、平成17年９月において

役員の退職慰労金規程を廃止

し、平成16年度定時株主総会終

結時までの在任期間に対応する

退職慰労金を各役員の退任時に

支払うこととしたため、当該期

間に対応する内規に基づく要支

給額を計上しております。 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

―――――― 

   当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は29,230百万円であ

ります。 

 また、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  
  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

698百万円 799百万円 753百万円 

※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い ※２     ―――――― 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「未払消費税等」

として記載しております。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「未払消費税等」

として記載しております。 

  

３ 当社は、運転資金を効率的に調達する

ため、取引銀行４行とシンジケートロ

ーン契約を締結しております。この契

約に基づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次の通りであります。 

３ 当社は、運転資金を効率的に調達する

ため、取引銀行３行とシンジケートロ

ーン契約を締結しております。この契

約に基づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次の通りであります。 

３ 当社は、運転資金を効率的に調達する

ため、取引銀行３行とシンジケートロ

ーン契約を締結しております。この契

約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次の通りであります。 
  
シンジケートローン
与信枠 

10,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 10,000百万円

  
シンジケートローン
与信枠 

11,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 11,000百万円

シンジケートローン
与信枠 

11,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 11,000百万円

４     ―――――― ４ 債務保証 ４     ―――――― 

   次の関係会社について、金融機関から

の借入に関し債務保証を行っておりま

す。 

  

  
  
テンプスタッフ・ライフアド
バイザリー㈱ 

30百万円

Shanghai Tempstaff 
Consulting Co.,Ltd 

42百万円

  72百万円

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 74百万円
  

有形固定資産 87百万円 有形固定資産 160百万円

※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの 
  

受取利息 9百万円

受取配当金 218百万円

業務委託料 177百万円

  
受取利息 10百万円

受取配当金 297百万円

業務委託料 159百万円

受取利息 21百万円

受取配当金 220百万円

業務委託料 356百万円

※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの 
  

  
支払利息 3百万円

  

  
支払利息 6百万円 支払利息 8百万円

株式上場費用 72百万円

新株発行費 63百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 固定資産除却損 固定資産除却損 
  

  

建物 20百万円

器具及び備品 13百万円

計 33百万円

関係会社株式評価損 70百万円

貸倒引当金繰入額 108百万円

  

  

建物 7百万円

器具及び備品 3百万円

計 10百万円

関係会社株式評価損 40百万円

貸倒引当金繰入額 111百万円

建物 22百万円

器具及び備品 23百万円

計 46百万円

関係会社整理損 49百万円

関係会社株式評価損 319百万円

貸倒引当金繰入額 91百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具及び備品 391 156 234

ソフトウェア 179 58 120

合計 570 214 355

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具及び備品 379 165 214

ソフトウェア 204 91 112

合計 584 257 326

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

器具及び備品 374 151 223

ソフトウェア 186 69 117

合計 561 220 341

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 111百万円

１年超 247百万円

合計 358百万円

  
１年内 116百万円

１年超 214百万円

合計 330百万円

１年内 115百万円

１年超 229百万円

合計 345百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
  

支払リース料 62百万円

減価償却費相当額 60百万円

支払利息相当額 2百万円

  
支払リース料 62百万円

減価償却費相当額 60百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料 125百万円

減価償却費相当額 120百万円

支払利息相当額 5百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30

日）及び前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

１株当たり純資産額 42,338円28銭

１株当たり中間純利
益金額 

2,459円01銭

 

１株当たり純資産額 47,542円69銭

１株当たり中間純利
益金額 

3,414円58銭

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金
額 

3,401円56銭

１株当たり純資産額 45,674円58銭

１株当たり当期純利
益金額 

4,821円27銭

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額 

4,803円35銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権の残高はありますが、当社株式

は非上場・非登録であるため、期中

平均株価が把握できませんので記載

しておりません。 

    

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 1,499 2,099 2,993 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 51 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （51） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

1,499 2,099 2,942 

期中平均株式数（千株） 609 614 610 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） － 2 2 

（うち新株予約権） － 2 2 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権（新株予約

権の数5,493個） 

―――― ―――― 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――――― １．当社は、平成18年11月13日開催

の取締役会において、パーソナ

ル㈱の株式の譲受けに関する契

約の締結を決定し、平成18年11

月17日に同社株式を取得しまし

た。 

――――― 

  ① 目的   

  人材紹介事業の強化及び業容

の拡大 

  

  ② 株式取得の相手   

  パーソナル㈱ 

名誉会長 隅田献 

代表取締役会長兼社長 

遠藤幸江 

他 ６名 

  

  ③ 取得する会社の概要   

  会社名：パーソナル㈱ 

住所：東京都中央区八重洲1-

5-20石塚八重洲ビル 

事業内容：販売職の有料職業

紹介 

資本金：50百万円 

  

  ④ 株式取得時期   

  平成18年11月17日   

  ⑤ 取得する株式の数：87,650株   

  取得価額：2,900百万円 

取得後の議決権比率：100％ 

  

  ⑥ 資金調達の方法：自己資金に

よる 

  



(2）【その他】 

 平成18年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………553百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………900円 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年12月７日 

 （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第33期）（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

テ ン プ ス タ ッ フ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテンプスタッフ株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、テンプスタッフ株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会社）が

別途保管しております。 

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 辺 地 勉 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 保 直 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成18年12月22日

テンプスタッフ株式会社   

  取締役会 御中   

  監査法人 ナ カ チ  

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 安藤 算浩  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 平田 卓   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテ

ンプスタッフ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、テンプスタッフ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

テ ン プ ス タ ッ フ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテンプスタッフ株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３３期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、テンプ

スタッフ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会社）が

別途保管しております。 

  

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 辺 地 勉 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 保 直 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成18年12月22日

テンプスタッフ株式会社   

  取締役会 御中   

  監査法人 ナ カ チ  

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 安藤 算浩  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 平田 卓   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテ

ンプスタッフ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、テンプスタッフ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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